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１ はじめに 

福島県土木部においては、「災害対応（迅速な状況把握）」、「維持管理（維持管理の

効率化）」、「情報発信（事業等の広報）」を目的として、平成 29 年度からドローン 11

機を各出先事務所へ配備し、活用を図ってきた。 

一方、令和元年東日本台風及び 25 日から 26 日にかけての大雨（以下、「東日本台

風等」という。）により、本県では、河川の破堤や土砂崩れ、住宅の浸水被害など、甚

大な被害が発生した。 

土木部では、公共土木施設の被害状況を把握するため、ドローンを活用したが、そ

の結果、「機動性」や「安全性」等のメリットを改めて確認できた一方、「人員の確保」

や「活用の浸透不足」等の課題が顕在化した。 

そこで、今後、いつ、どこで発生するは分からない災害において、ドローンのさら

なる活用が図られるよう、取組方針を定めた。 

 

２ ドローン導入の目的 

 福島県土木部において、ドローンを導入した目的は大きく３つある。 

１点目は「災害対応（迅速な状況把握）」で、東日本大震災や新潟･福島豪雨、関東･

東北豪雨等が背景となっている。 

２点目は「維持管理（維持管理の効率化）」。本県が管理する道路延長は 5,740km で

全国３位、河川延長は 4,642km で全国４位

となっており、多くの管理施設を適正かつ

効率的に管理することがねらいである。 

３点目は「情報発信（事業等の広報）」で、

東日本大震災の復興事業など、県内各地で

実施している私たちの仕事を、県民のみな

さんに広く広報しようというものである。 

これらを目的に、平成 29 年度から 11 の

出先事務所（８建設事務所、１土木事務所、

２港湾建設事務所）へドローンを順次配備

し、活用を図ってきた。（図-１） 

 

３ 東日本台風等におけるドローンの活用実績 

 東日本台風等における被害状況や復旧状況を確認するため、各出先事務所において

延べ 78 回、約 13 時間の飛行を行った。撮影対象は、道路、河川、ダム、漁港、急傾

斜地と多岐わたる。その活用実績の一部について、以下で報告する。 

 

図-１ ドローン配備事務所 



３．１ 宇多川・小泉川（相馬市） 

相馬市内を流れる宇多川と小泉川では堤防が決壊し、宅地や農地等に甚大な浸水被

害が発生した。 

台風第 19 号が通過した翌日の 10 月 13 日に飛行を行ったところ、複数箇所で発生

した破堤の状況や広範囲にわたる浸水状況等が確認できた。（写真-１） 

このように、被害が広範囲に及び、また、浸水で道路が分断され被災箇所に近づけ

ない場合、従来の地上からの情報収集では限界がある。 

一方、今回は、安全な場所からドローンを操縦することで、二次災害の危険を回避

するとともに、河川の増水や浸水で人が近づけない箇所を広範囲にわたり撮影するこ

とができ、初期の情報収集手段としての有効性を確認することができた。 

 

３．２ 国道 115 号（相馬市） 

 本箇所は、河川に沿う形で国道 115 号が

通っており、河川の異常出水により兼用護

岸が被災を受けた箇所である。 

 道路から高低差があるため河川内へは

容易に降りられず、また、護岸崩落の二次

災害のおそれもあったことから、道路上か

ら安全に全景（写真-２）及び被災箇所の

近景（写真-３,４）の動画撮影を行った。 

 動画では、被災箇所の起終点や被害状況

の詳細も確認することができ、ドローンの

情報収集能力の高さを実感できた。 

写真-１ 宇多川・小泉川 破堤状況 

写真-２ 国道 115 号 被災箇所全景 



 

 

３．３ 高柴ダム（いわき市） 

 高柴ダムにおいては、台風による大雨で、貯水池に大量の流木が流入した。 

 流入状況の全体を把握するとともに、流木の面積からおおよその流木量を算出する

ことができ、その後の災害査定の基礎資料として活用できた事例である。 

４ ドローン活用のメリット 

 今回の活用から得られたドローンのメリットは３点である。 

 １点目は「機動性」で、台風が通過し、天候が回復すればすぐにでも飛行ができる

点である。早期の応急復旧に向けては、早期の状況把握が重要であり、今回のおいて

は、台風通過翌日に破堤の状況を早期に把握し、早期復旧につなげることができた。 

 ２点目は「安全性」である。今回の台風災害においては、浸水や河川の増水による

道路分断や二次災害のおそれにより、地上からは容易に箇所に近づけないケースが

写真-３ 起点部 写真-４ 洗掘状況 

写真-５ 高柴ダム 流木発生状況 



多々あった。しかし、ドローンでは、安全な場所から操縦を行い、容易に情報収集す

ることが出来たため、災害時の情報収集手段としては非常に有効であった。 

 ３点目は「情報収集能力の高さ」である。例えば、前述のように護岸の洗掘箇所な

どの局所的なものから、ダム貯水池の流木のような広範囲にわたるものまで、撮影が

可能な点である。一度の飛行で、多くの情報を収集できることは、早急な対応が求め

られる災害時においては、非常に有効であった。 

 

５ ドローン活用の課題と改善策 

５．１ 飛行体制（人員）の確保 

 福島県土木部では、ドローンを操縦するための部独自ライセンス制度を設け、ライ

センスを取得した者のみが操縦できることとしている。さらに、現場で操縦する際に

は、ライセンス所有者を２人以上配置することとしている。しかし、災害時において

は、従来の災害対応に人員が割かれ、ライセンス所有者を確保することが難しかった

との声があった。 

 そのため、災害時に限り、ライセンス所有者の配置を操縦者の１人に緩和すること

や、ライセンス所有者を特定の課（特に、災害の主担当となる管理課）に集中させな

いことで、災害時の飛行人員の確保を図ることとした。 

５．２ ドローン活用の浸透不足 

 今回の災害対応において、各出先事務所のドロ

ーンの活用実績にバラツキがあり、ドローンの浸

透不足といった課題も顕在化した。 

 改善策として、各所属でドローンを積極的に活

用できる環境を整備するため、ＯＪＴや土木部の

研修において職員全員にドローンの活用方法や事

例を周知することとした。 

また、活用のヒントとするため、国や他県、他

事務所での活用事例を収集し、事例集（図-２）と

して共有することにより、さらなる活用を図るこ

ととした。 

５．３ その他 

 この他、撮影映像のリアルタイム配信や被災範囲の簡易計測（距離･面積）など、被

害状況を正確把握し、迅速に共有する仕組み等についても、今後検討することとする。 

 

６ さらなる活用に向けて 

 福島県土木部においては、ドローンのさらなる活用に向けて３つの方針をまとめた。

「ドローンの浸透：ドローンへの理解を深める」、「活用しやすいルールや環境の整備： 

飛行体制や活用方法の検討」、「事例を共有する仕組み：活用のヒントの収集･共有」、

これらに係る具体的な取組を進め、災害対応を始め、維持管理や情報発信等において

も、効果的な活用を図っていきたい。 

図-２ 事例集 


